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1989年12月に第2次臨時行政改革推進審議会が,『国と地方の関係等に関する答申』を提
出して以来,府県制度改革をめぐる論議はにわかに活発に行われるようになった.その答申に
おいて,｢いわゆる道州制｣の問題は ｢広く各界の検討を要請する｣とだけ明記 して結論を先
送りにしたことに加えて,現在の府県の行政区域を越えた地域開発,社会資本の整備などの広
域的な計画を策定するために,特別地方公共団体として ｢都道府県連合制度｣を導入すること
が提案されたことによって触発されたことは明かである.しかし,そのこと以上にバブル経済
に伴って進展した東京一極集中化によって,地域間格差は拡大し,既存の地方制度の枠組みを
もってしては抜本的な解決が望めないことに対する,地方からの分権推進要求が府県制度改革
構想をかまびすしく提案する背景になったのではないだろうか.第2次臨時行革審の答申は偶
然そうした時期にぶつかったために,火に油を注ぐ結果になったといえる.
実にさまざまな府県制度改革構想が提案された.思いっくままに列記すると,連邦制,道州
刺,廃県置藩,EC型府県連合制,都道府県連合制,九州圏庁制,近畿圏庁制等が挙げられる.
おおまかに分けると,前3者のように現行の国 ･地方関係を抜本的に見直し,憲法改正により
新国家体制の構築に連動する新たな地方制度を創設しようとするものと,後4者のように現行
の地方制度の上に,新たな広域行政への対応システムを設立しようとするものとの2系統に分
類できる.
本稿では,東京一極集中化に対抗できるカウンタ･パワーとしての府県制度改革のあり方を
検討しようというdではない.そうではなく,第2次臨時行革審の答申を受ける形で開設され
た第22次地方制度調査会で取り上げられた,都市の規模 ･能力に応じた事務権限の移譲をふ
くむ都市制度のあり方と,大都市制度改革との関係について論究することに目的がある.第22
次地方制度調査会は連合構想をはじめとする広域行政体制のあり方と併行して,都市制度のあ
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り方について審議を行っている.両者はけっして無関係ではないが,現行の地方制度の枠組み
を前提にして平行的に審議されているため,ここでは,一応それぞれのテーマは独立したもの
として扱いたい.
Ⅰ 地方分権特例制度の意義
第22次地方制度調査会は広域行政体制のあり方と都市制度のあり方について審議を行った
が結論を出すことができずに,次期の地方制度調査会に問題を先送りすることになり,1991
年に専門小委員会で ｢都市の規模 ･能力に応じた事務移譲をふくむ都市制度のあり方｣につい
て再び審議が行われた.地方自治体や関係省庁からのヒアリング等が平行して行われ,その結
果としてパイロット自治体の構想の提案に結びっいたことはよく知られている事実である.
ところが,この新都市制度の創設が明らかにされた時,地方制度のあり方に関する基本的な
考え方に革新的な変容が生じたと感じるものはほとんどいなかったのではなかろうか.80年
代の行革時代と並んで,というよりも,その時代を超えて,バブル崩壊後の歴史的パラダイム
の転換が求められている時代において,都市制度の抜本的な見直しの条件は成熟化していると
いえるかも知れない.そうした時代的条件の中で,事実地方分権論議が活発に行われ,地方分
権推進法が制定された.けれども,パイロット自治体のような特例都市制度によって,どれだ
け地方制度改革が進むことになるといえるのだろうか.地方分権推進に追い風が吹き出した時
代であるだけに,もっと本質的 ･総括的な都市制度の改革が必要ではなかったかと思う人は多
いであろう.
現行の各個別法において,特例の市を特に区分して取り扱う特例制度を講じている例は相当
数見受けられる.保険所法第1条に基づく保健所設置の特例措置をはじめ,総計27法令にお
いて,それぞれの法律の目的に応じて,権限の移譲,機関の設置,計画策定等を対象として,
特定の市にその権限が与えられている.もとより,それらの特例措置は地方自治法第252条の
19の規定により制度化されている政令指定都市に関係したものを含んでいない.
ある要件を充足する都市に対して,法律で規定する事務の円滑 ･適正な遂行を図るため,特
に区分して特例制度を講じることは古くから行われていることである.最近では多極分散法の
実施法として制定された拠点都市法に基づく指定地域への特例措置がそれに該当する.そうし
た特例制度を拡大する方策によって,どこまで地方分権を推進し,地域活力の醸成に貢献し得
るだろうか.よく,地方分権の推進は時代の要請であるとしても,それは一夜にして成し遂げ
られるものでないのだから,まずは ｢やれるところからやるしかない｣だろうと言われる.官
僚的な政治力学の通念からすれば,その理屈は正しい.しかし,本当に地方分権を推進しなけ
ればならないと考えているのであれば,どのように困難であっても,｢しなければならないも
の｣を避けて通る訳にはいかないのである.｢できるものからする｣という現実主義的方法と,
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｢しなければならないものを避けない｣という理想主義的方法の間には,一見相容れない対立
の関係があるように思われるかも知れないが,両者の止揚はけっして不可能ではない.つまり,
｢できるものからする｣といっても,無原則につまみ食いをするのではなく,本質的な改革に
結びっくように,戦略的に一定の方向性をもっことが必要であって,そのことが守られておれ
ば ｢できるもの｣の積み重ねの過程で,｢しなければならないもの｣を克服する道が開ける.
逆に言えば,｢しなければならないもの｣は単に道理を通せばよいといった教条主義的な方法
ではなく,可能性の洞察を通じて ｢できるもの｣に転化する実現条件の整備を重ねながら取り
組むことが必要である.したがって,都市の規模,能力に応じた特例都市制度に対する評価は,
それが本格的な地方制度改革にどのように発展していくのか,というシナリオをしっかり持っ
ているか否かにかかっているといえる.
もし,地方分権の改革ビジョンにしっかり位置づけられないまま,単に ｢やれるところから
する｣といった姿勢なら,特例都市制度は主に政府の統治機能や行政効率を強化することに終
わりかねない.地方分権の改革は国の既得権益とする権限や財源を地方自治体に移すことにあ
り,国の抵抗や反発なしに行いえることではない.厳しい国とのせめぎ合いの中で,地方自治
体が勝ち取るものであって,もともと安易に ｢やれるもの｣ではないことを銘記しなければな
らない.
パイロット自治体のような新しい都市制度のあり方に関する検討が地方制度審議会でなされ
たのには,第2次臨時行革審での ｢地方分権特例制度の導入｣の発想が大きく影響を与えてい
たことは明かである.行革審は1992年6月に ｢国際化対応,国民生活重視の行政改革に関す
る第3次答申｣を提案しているが,その答申の第4部の中で,地方分権特例制度の導入の必要
性について次のように述べている.
｢臨調答申以降,住民に身近な行政はできる限り住民に身近な地方自治体において処理する
ことを基本として見直しが進められ,地方への権限移譲,機関委任事務の整理合理化など,地
方分権の上で一定の成果を見てきた.しかし,現在の国と都道府県 ･市町村のあり方やこれま
での国と地方の関係についての考え方の下では,地方分権の大幅な推進は困難な状況となって
きている.現状を打破して一層の地方分権を図るためには,国の権限と国の負担 ･助成につい
ての基本的考え方の見直しや,権限移管の方式等についての発想の転換など,抜本的な政策転
換が不可欠である.
このような認識の下に,現在の閉塞状況を打破する突破口として,本審議会は,以下のよう
な 『地方分権特例制度』の導入を提言する.この制度は,地方の自主性 ･自立性を一層強化す
る改革を緒につけることにより,現在の中央集権的な考え方から地方の発意と自主性を基本と
する考え方へと転換を図っていく,いわば政策転換の芽となる仕組みである｣1).
少し引用が長さに過ぎたが,つまり,従来の政府主導型の事務 ･権限の地方移管方式では,
集権的な発想に基づく行政の仕組みを根本的に転換することは難しく,抜本的な転換の起爆剤
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となる新たな制度改革が必要であるが,それが地方の発意と自主性を基本とする ｢地方分権特
例制度｣の導入であるというのである.
たしかに,これまで機関委任事務とされてきたものを団体委任事務に切り換えたり,1990
年の社会福祉8法の改正が象徴するように,在宅福祉や地域福祉に関連した事務 ･権限が市町
村に大幅に委譲されるようになったが,そうした地方分権の推進によって地方自治体のガバナ
ビリティが飛躍的に増大し,住民サービスに画期的な改善がもたらされたと評価するものは残
念ながらいない.社会福祉8法の改正は戦後最大の社会福祉行政の大改革であるといって過首
ではないだろう.福祉各法の中で在宅福祉サービスの位置づけが明確化され,その積極的推進
が図られようとする事は大きな意義のあることである.また,これまで都道府県にあった特別
養護老人ホーム等への入所措置権限を,一般市町村へ委譲することにしたことは,住民生活に
密着した基礎的自治体において,在宅福祉と施設福祉を一元的に提供できるよう6}i,たという
点で大いに評価することができる.さらには,国が策定した高齢者保健福祉推進10カ年戦略
(ゴールドプラン)に掲げる諸事業について,それぞれの自治体において,その実施計画の策
定を義務づけたことは,地域の特性に応じて自主的な対応ができるように配慮されていること
に加えて,計画的な推進が求められている点で大いに意義があるといえよう.
しかし,この戦後最大の社会福祉改革も長年懸念されていた問題を払拭するのに成功してい
ない.すなわち,市町村の自主性を発揮する余地はほとんどなく,イニシアチブは政府の手に
掌握されている構造は何等変わっていないのである.
例えば,施設入所措置権限の市町村への委譲であるが,このことによって市町村が住民から
施設入所ニーズに直接係わることになったとしても,それを充足するだけの財政力やスタッフ
の確保についての措置が全く不十分にしか講じられていない.施設入所措置権限は大都市特例
によって政令指定都市に委譲済みであるが,政令指定都市はひいき目に見てもけっして老人ホー
ム先進都市とはいえない.このことの含意を読みとることが,施設入所措置権限の委譲につい
て評価する上において重要である.
また,老人保健福祉計画の策定義務化についても,計画目標量の設定に際して,その裁量範
囲や積算方式が国の策定指針によって定められており,それを越えて市町村が独自の事業を実
施する場合は,国の補助は一切得られないことになっている.補助金を媒介とする国の関与が
強く働く仕組みになっているのである.それどころか,国の策定方針に従って事業の目標量を
確保することすら,市町村の現在の財政力からして大変困難な状況にあるのが現実の姿である｡
こうした従来の枠組みの中での事務 ･権限の委譲をいくら行っていても,本当の地方分権の
推進にはならないであろう.そういう点で第3次臨時行革審の認識は正しいといえる.
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既存の行政制度の枠組みを超える新しい都市制度を導入しなければ,地方分権の推進は望み
得ないとする見解に異論を唱えるつもりはないが,しかし,｢地方分権特例制度｣が集権的な
行政制度を分権的なものに転換する芽となる仕組みであるということには,理論レベルでは賛
同しえても,実際の行政の世界ではストレートには通用しないのではないかと懸念される.
第3次臨時行革審は ｢地方分権特例制度｣の意図について詳細な説明を述べているが,その
さわりの部分だけを引用すると,｢地方分権特例制度は,---国の意識の変革を図るととも
に,自立への意欲と自主的な地域づくりに取り組む行財政能力等を備えた地方自治体が,『先
導的試行』と･して特例的に地域づくりへの自主的に取り組む基盤を整えること｣2)を内容とし
ており,｢地域づくりのための個性的,建設的な発想やそれを具体化していくための知恵のあ
る地方自治体に対し,国および関係都道府県の一体となった支援 ･協力によって,生き生きと
した地域づくりに総合的に取り組んでいくことへの展望を開こうとするもの｣3)である.
これまでの各種地域振興立法に見られるように,国が後見的な立場から,補助金の重点配分
や税制上の特例措置などによって誘導 ･奨励しようとするのとは根本的に異なったもので,地
方のイニシアチブの活用をその基本としている.｢国は,後見的役割を果たすのではなく,地
域が自らの課題に主体的に取り組む基盤を提供することにより,行政のイノベーションの可能
性を広げようとするもの｣4)でなければならない.
以上が第3次臨時行革審のいう ｢地方分権特例制度｣の狙いの骨子である.地方分権改革の
主体となる地域づくりの実績をあげることを通じて,硬直化した現行の集権的な地方制度に風
穴を開けようとする戟略的意図を読み取ることができるが,みすみす既得権益の奪われる恐れ
のある措置を国が気前よく応じてくれるだろうか.その望みはほとんどないのに等しいのでは
ないだろうか.もし,国の権限や財源を中心にして,地方自治体の自主性の強化を内容とする
特例制度の創設に,国が気前よく協力してくれるのであれば,もっと早く地方制度改革は達成
されていたにちがいないのである.たとえ ｢実験｣的な要素を含む特例制度であっても,一度
できた制度は既得権益化して簡単に廃止することはできないことを,政府はいやというほど知っ
ているはずである.
特に,その特例制度の政策的効果が大きければ,それだけ制度としての継続と拡充が強くも
とめられる以上,内容のある効果的な特例制度ほど,政府は警戒感を強めることになる.少し
比喰的にいえば,敵に送った剣で自らを滅ぼすような危険を犯すことはしないだろうというこ
とである.
｢地方分権特例制度｣は,特定の地方自治体について試行的に特例措置を講 じることを内容
としているが,将来,必要に応じ法的措置を講ずるなどにより一般制度化を図ることを意図し
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ている.一般制度化は特例制度に基づく措置の成果をふまえ,都市規模や行政需要,行財政能
力等を考慮しつつ,個別の権限の一般的移管や地域の特性に応じて必要となる措置の創設,お
よび補助金等の一般財源化,そして必要な権限の地方への移管等を図ることを基本としている.
それだけに,政府の立場からすれば ｢地方分権特例制度｣の導入に慎重になり消極的にならざ
るをえない.
この一般制度化は ｢地方分権特例制度｣が,地方分権改革の起爆剤となるための要諦である
が,一般制度化条項の存在が逆に ｢地方分権特例制度｣の形骸化をもたらすことになりかねな
い.一般制度化の方向を提案したことは画期的な意味を含んでいるとはいえ,それをどのよう
に担保するかについては極めて唆味である.内閣総理大臣や関係大臣等で構成する ｢地方分権
特例制度推進本部 (仮称)｣にすべてを委ねる形になっているが,その展望も定かではない.
この第3次臨時行革審の答申を受けて,パイロット自治体制度が創設されるのであるが,パ
イロット自治体の内容が ｢政策転換の芽となる仕組み｣の名に価するものであるかといえば,
それははなはだ疑わしい.
1993年の8月末を期限とする第 1次のパイロット自治体の指定申請が行われたが,適用市
町村 (15団体,20市町村)に対して255件の特例措置等が認められた.1994年の6月末の第
2次申請では15団体,19市町村が指定され,同時に,1993年に第 1次の指定を受けた静岡県
掛川市と広島県三原市からなされていた追加申請のうち,掛川市の申請の一部が認められた.
申請された特例措置はかなり広範囲におよぶが,農業振興地域整備事業,福祉施設整備事業,
下水道整備事業,市営住宅等整備事業,国有財産管理等に関連したものが相対的に多くなって
いる.ここで,それらの事例を詳細に紹介する余裕はないが,すべてが事務手続きの簡素化等
の措置であって,地方分権の推進といった観点からすれば末梢的なものに属するものばかりで
ある.二,三の事例を挙げれば以下の通りである.①小中学校の空き教室を活用して高齢者福
祉施設 (川越市),給食サービスセンター (調布市),デイサービスセンター (町田市),等を
設置することに関連して,文部大臣への財産処分報告書の提出をもって補助金適正化法の大臣
承認に代えるという特例,②農産物加工施設 (岩見沢市),環境共生新システムセンター (水
戸市),新焼却プラント等の建設に際して,農業振興地域整備計画の変更手続きにおける道県
の事前協議を省略し,審査期間を半減する特例,③公共下水道整備事業 (高松市),諏訪湖浄
化推進対策事業 (岡谷市他5市町村)の建設について,建設省のヒアリングに代えて,県の審
査結果報告書の添付により,認可手続きの簡素化,迅速化を認める特例などである｡5)
もちろん,申請されたものがすべて認められたのではない.第2次申請67件のうち17件が
認められていない.例えば,掛川市が一般旅券の申請書収受および交付事務権限の市長への再
委任を求めたことに対して,｢法律の改正｣が必要になり,且つ ｢外務省による随時の指導 ･
監督が不可欠である｣ことを理由に却下している.また,大垣市の軽費老人ホーム (ケア-ウ
ス)の建設において,工事区分別の補助基準額の合計と契約額との比較 (総額比較方式)によ
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る補助額算出を可能にするように求めた申請に対して,｢補助金の趣旨に反する｣ ことを理由
に拒否している6).パイロット自治体制度は ｢法律の制定または改正を要しない範囲｣で措置
することを原則としているがために,上記のような運用手続き上の事務的な簡素化,迅速化に
偏るのはやむを得ないことといえよう.
ただし,こうした内容の実際に認可されるパイロット自治体制度と,個性的 ･建設的な発想
やそれを具体化していくための知恵のある地方自治体に対し,生き生きとした地域づくりに総
合的に取り組む基盤を提供することを目的とした ｢地方分権特例制度｣の狙いとの間に,あま
りにも大きなギャップがあるのに博然たるおもいをする.抜本的な政策転換の芽となる仕組み
として期待された ｢地方分権特例制度｣の構想は,壕小化され形骸化されたといって過言では
ないであろう.
その成果を踏まえて特例措置を一般制度化するという行革審の意図ち,申請認可の段階です
でに一般制度化の措置が講じられることによって踏みにじられている.本宮町の農業振興地域
整備計画の変更に係わる事前協議の期間の短縮および事務の簡素化や,掛川市の土地情報シス
テム構築事業に係わる測量成果審査の単一化および添付書類の簡素化等の申請に対して,一般
制度化できるものとして認可を与えている.簡単に一般制度化できるのであれば,特例制度の■
意味はないのではないだろうか.
Ⅲ 55年体制崩壊と中核市制度
｢地方分権特例制度｣の構想は,地方分権を推進させるための一つの戟略的な方法を示唆し
た点において注目されるべきである.これまでは総じて弱小自治体の底上げのための財政調整
制度の充実や,一般的な ｢国から地方｣への権限 ･財源の移譲の要求に力点がおかれていたの
に反して,エリー ト自治体主導による一点突破型の特例制度の設立を通じて,現行の地方制度
の枠組みの再編をめざしているところに大きな特徴があるといえる.地方自治体の自主性に基
づく地域づくりの実績を積み重ねる以外,政府の地方不信を克服し,国民の支持を得ることは
不可能である.そういう意味では,地方自治体の意欲と能力に基づいて,自主的 ･自立的に地
域の課題に取り組む基盤を提供しようという ｢地方分権特例制度｣の発想は,地方分権推進の
今後の中心を占めることになるだろうし,地方制度改革はこれを契機に新しい局面に入ったと
いうことができよう.
従前の画一的な事務 ･権限配分指向を排して,規模能力に応じた特例措置を設けようとする
提案は,パイロット自治体以外に中核市制度がある.中核市制度の提案は第23次地方制度調
査会の 『広域連合および中核市に関する答申』においてなされており,1994年 6月に地方自
治法の一部改正によって法案化の手続きが行われている｡7)
中核市制度は人口30万人以上,面積100平方キロメートル以上の都市を対象として,政令
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指定都市に順じた事務移譲を認めようとするものである.もちろん,指定都市に委譲されてい
る事務がすべて同じように中核市にも委譲されるのではなく,その事務の中から,中核市にお
いて処理することが適当でないと思われる以下の事務は除外されている.そのひとつは,指定
区間外の国道,県道の管理に係わる事務等で代表される広域性のある事務である.その二は,
児童相談所の設置と同所の業務に係わる事務等のように事務量からみて施設を設置して行うこ
とが非効率である事務である.その三は,工場等制限区域内における制限施設の新設等の許可
のように,法的適用地域が大都市圏域などに限定されている事務である.
そうした除外事務の外に,政令指定都市の場合と比べて,次の2点において異なっている.
第1は,政令指定都市には都道府県知事もしくは都道府県の委員会の許可,認可,承認,その
他これらに類する処分に対する特例が認められているが,中核市にはその規定がない.第2は,
行政区を置くことの組織上の特例に係わる規定がない,ということである.
ただ,こうした違いはあるにしろ,かつて全国市長会が提起していた第2政令都市,あるい
は準政令都市に頬した,新しい都市制度が創設される運びになったことは画期的であり,且つ
今後の地方分権推進に大きな弾みになることうけあいである.
中核市対象都市は函館,旭川,秋田,郡山,宇都宮,新潟,富山,金沢,長野,静岡,浜松,
豊橋,豊田,岐阜,堺,姫路,和歌山,岡山,倉敷,福山,高松,松山,高知,長崎,熊本,
大分,そして鹿児島の合計27市である.人口50万人以上で面積100kd以上の都市である堺,
岡山,熊本,鹿児島,浜松は無条件にその対象となるが,50万人未満の都市においては,昼
夜間人口比率が100を超える地域の中枢的機能をもったところに限定されている.
また,この27市はすべて中核市になるのではなく,中核市の決定は当該都市の意思に基づ
くとともに,当該都市を包括する都道府県の合意を得ることを条件としている.
この中核市制度は政令指定都市がそうであるように,対象都市の自治拡充に資するものと評
価することができる.それゆえに地方分権の推進の視点からすれば,できるだけ多くの行財政
能力の高い都市を対象に適用されるべきであるにもかかわらず,対象要件が行財政能力とは関
係のない人口と面積に設定されている.面積要件は都道府県の圧力によって加えられたもので
ある.このことは税財政措置の不十分さと相侯って,中核市制度の実施に大きな影を落とすと
ころとなった.税財政措置は移譲された事務について,地方交付税の算定上所要の措置が講じ
られるだけであって,現行の政令指定都市に対する税財政特例と比べても見劣りがする.
この不十分な税財政措置が中核市申請の障壁となることは明かである.全国市長会主催の研
究会の席上で,自治省の役人が交付税不交付団体にとっては財政負担増になると説明しており,
それを聞いた候補団体が申請に慎重にならざるを得なかったと述懐している8).また,中核市
制度は関連行政の広がりを考慮して,保健所を設置し個別法に則って保健所設置市の長等に移
譲されている事務を処理することを義務づけているが,この件に関する都道府県との交渉が保
健所移管に伴う職員の処遇問題,施設評価の問題等の難問を多く抱えており,都道府県の態度
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によっては大きなっまずさの石になりかねない.
中核市への移譲事務は一括して移譲されるために,業務量,職員軍数,組織 ･機構のあり方
等に関する総点検が必要になり,都道府県との調整問題等と相侯って,候補団体の態度決定は
政令指定都市化に早くから取り組んでいた堺市を別にすれば,かなり時間的猶予を必要とする
ものと思われる.したがって,27団体が中核市入りをめざして積極的な取り組みを展開する
というよりも,むしろ,なかば及び腰で徐々に前に進むと行った状態が暫くの間続くのではな
いだろうか.
長い間の激しい特別市制運動の末に創設された政令指定都市制度と異なり,中核市制度はき
わめて平和裡に地方制度調査会の答申を受ける形で設立されたことは,近代的な地方制度確立
をめぐって熱く燃えていた昭和30年前後以来の ｢快挙｣ということができよう.中核市制度
はまさに時の利を得た ｢恵み｣であって,政官業癒着の55年体制が大きくほころびだしたこ
とによって始めて可能になった制度であるといって過言ではない.住民発議型の市町村合併方
式と,地方分権推進法等について提案した第24次地方制度調査会は,これまでの調査会とそ
の体質において大きく異なっていた.
これまでの地方制度調査会は,もっぱら地方行政や地方財政を専門とする学者,地方六団体
関係者,および国会議員を中心に構成されており,善し悪しは別にして,議論の枠組みや論理
の組立等において伝統性と､継承性が保たれていたが,第24次地方制度調査会は,会長の宇野
収関経連相談役をはじめ4名の財界人,月尾嘉男,西滞潤一,山崎正和,犬養智子のような専
門外学者を含む12名の学識経験者 ･文化人,そのほかに労働界代表者など,多彩な顔ぶれと
なっており,官僚主導型を封じる布陣が敷かれている.第3次行革審において官僚と激しく対
立した細川首相の意向が反映されたものといえる.
また,第24次地方制度調査会は行革推進本部地方分権部会との連携を密に図りながら,一両
者が地方分権の推進に向けて,基本的に同じ方向,方策を提案したのも,これまでにない異例
のことであり,地方分権改革にかける政治の意気込みが窺われるのである. こうした55年体
制崩壊による ｢政低官高｣構造が動揺している今だからこそ,地方分権の推進に資する具体的
な制度づくりができるのではないだろうか.時の利を逃がすべきではない.中核市にはいろい
ろな制度的欠陥が含まれており,資格要件を充たす27団体が慎重になるのもやむを得ないが,
しかし,その制度的欠陥の解決はいっになるか全く予断をゆるさない.
多分に,中核市の制度的欠陥は政令指定都市と連動しながら,その解決に向けて取り組まれ
ることになるだろう.もし,そうだとすると,地方制度改革運動も新しい時代を迎えることに
なる.つまり, トップアップ型の運動展開が,従来にも増して強大な影響力をもってくるもの
と思われるからである.
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Ⅳ 都道府県使先主義の第24●次地制調
規模能力に応じた事務配分を原則とする中核市制度の導入とその定着は,必ず政令指定都市
制度のあり方について再検討を促すことになるだろう.中核市制度は政令指定都市制度の見直
しのプレリュードとして位置づけることができる.もともと政令指定都市制度は,特別市制を
めぐる府県と大都市の妥協の産物であり,あくまで暫定的な制度として創設されたものである
が,今日に至る30年間の経過の中で,12団体に膨れ上がり,恒常的な制度として定着するに
いた1,てしまっている.もう一度原点に戻って∴政令指定都市のあり方について給点検を行う
必要があるが,中核市制度の導入はそれとの関係を視野にいれた政令指定都市制度の見直しに
貴重な契機を与えることになろう.
その点,第23次地方制度調査会の 『地方分権の推進に関する答申』(1994年 11月)の内容
は,それまでの調査会の答申との間ゐ非連続性が目立ち,地方分権改革の基本的視点において
継承性,統一性に欠けている.広域連合や中核市をどのように活用し,それらを超えて地方分
権の新たな地平を切り開いていくのかについてのプログラムが全然見えてこない.
第24次地方制度調査会の答申では,｢事務配分の見直しにより,国からの権限移譲等を進め
るに当たっては,当面,都道府県により重点をおいて進めることが現実的かつ効果的である｣9)と
述べており,それまでの地方制度調査会が基調としてきた市町村優先主義の原則に,大きな軌
道修正が加えられている.なぜ分権をめぐる今回の論議が,国から都道府県へ分権させること
に終始したかの理由について,調査会の委員である西尾勝氏は次の3点を挙げている.一つは,
都道府県から市町村への分権についてはこれまでにもある程度進んでおり,いま憂慮されるの
は都道府県の空洞化の問題である.二つは,自らの権限をいっさい手放そうとしない中央省庁
に対して,国からの都道府県への分権こそ最も必要であるということをこと更に強調しなけれ
ばならなかったこと.そして三つ目は,都道府県から市町村への分権のあり方を主題にすると,
市町村体制のあり方に議論が発展し,市町村合併問題にすりかえられることへの配慮が必要で
あったことである｡10)
西尾氏は重ねて言う.｢都道府県と市町村の関係,なか七も市町村への分権についてほとん
ど触れていないが,それは市町村への分権の重要性を認識 していないからではない.それを第
1次的な課題にしなかっただけである.今回の分権にあっては,都道府県への分権こそ第1次
的な課題であって,市町村への分権はこれに継ぐ第2次的な課題だと考えていたにすぎない.
そして,われわれ (第24次地方制度審議会-筆者)が提言しているような分権が着実に推進
されれば,それは必然的に市町村への分権にもっながることは必定である｣｡1)
西尾氏の説明には一理あるが,しかし,少し現実的な配慮に過ぎる面があるのではないだろ
うか.いや,むしろ個人的な予断に基づいて,あまりにも図式的,機械的に考えすぎているの
地方分権論議と大都市制度 91
ではないだろうか.詳細な反論はここでは省略するが,都道府県から市町村への分権問題は市
町村合併問題にすりかえられる懸念があると言う見解は,このテーマについて本格的な論議を
実際に行ってもみないで,どうしてそういうことが言えるのか不思議に思えるし,また,それ
ではどうして第23次調査会では中核市や広域都市について論議されたのか理解できなくなる.
都道府県への分権が第1次的な課題であり,市町村への分権は第2次的であるとする見解に対
しても,どうして両者を序列的に考えなければならないのか理解に苦しむ.当該調査会みずか
らが,その答申の中で ｢住民に身近な行政は身近な地方公共団体が担っていくことを基本とす
べきであり,このため地方分権を推進していかなければならない｣と記している通り,住民の
身近な行政の信頼と実績から地方分権の推進の道は開けるのである.また,いま求められてい
る地方制度の改革は,従来の枠組み内での都道府県への分権か,それとも市町村への分権かの
選択の問題ではなく,国と地方との関係のあり方を含む統治システム全体の見直しにかかわっ
ている.
そうしたことを考えると,市町村への分権を第2次的な課題とする位置づけ･は,論外としても,
都道府県への分権と連動されて,その相互関係の中で論議されるべきではないだろうか.ここ
においても一度にすべてを解決する魔法の杖はないのだから,｢できるところ･からやる｣以外
にはないと言うかも知れない.政治的な判断や妥協もやむを得ないだろうが, しかし,その時
でも ｢やらなければならないのも十をどのようにするのか,そのシナリオを示すことは必要で
ある.『地方分権の推進に関する答申』では,そのことについて全 く触れられていない.
現行の閉塞的な地方制度を改革するには,パイロット自治体や中核市,さらには広域連合の
ように,規模能力に応じた差別的な分権システムを活用することが有効であり,また必要であ
る.地方分権推進法に定められた地方分権推進計画の中に,ぜひそうした新しい制度を定着さ
せ,次へ結び付けていく地方分権の戦略的なプログラムが内包されることを切望 したい.
1
V 大都市制度の改革方向
政令指定都市は1991年12月に,政令指定都市としての権限移譲,関与の見直 し等の要望12)
を行い,さらに1992年2月には第3次行革審小委員会において意見陳述を行ってきたが,ほ
とんど取り入れられることはなかった.
その後,第3次臨時行革審の答申に基づく地方分権特例制度の実施,中核市制度の法令化等
がおこなわれたが,それらは大都市制度改革の観点が欠如していることを理由に,1993年12
月に権限移譲等に関する要望を行っている.その要望の中身は多岐にわたっているが,中心は
｢早急に実現を要望する｣39項目の権限移譲と規制緩和である.39項目は所管別に分類され,
関係法令名,許認可事務の名称,改善合理化意見,改善合理化すべき理由等を記載した資料と
ともに提出されている.いくつかの事例を紹介すると以下の通りである.
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①文部大臣が定める公民館の設置および運営の基準の緩和 (社会教育法)
②補助金の交付を受ける公立図書館の館長の資格要件の廃止 (図書館法)I
･③軽費老人ホームの指導監督権の都道府県知事から指定都市市長への移譲 (老人福祉法)
④鉄道事業,軌道または一般 (乗合旅客)自動車運送事業の旅客運賃および料金の設定また
は変更に当たっての運輸大臣の認可の事後届出制化 (鉄道事業法,道路運送法,軌道法)0
どういう根拠に基づいて,上の事例で示すような39項目が ｢早急に実現が必要なもの｣ と
して選出されたのか,残念ながら要望書から判断することはできない.また,その他の ｢実現
が必要なもの｣の46項目と合わせた85項目によって,どのような枠組みの大都市制度に変革
するのか,そのイメージが浮かんでこない.要望書の前文に書かれているような,丁多種多様
な市民ニーズに対応し,あるいは市民生活に密着した個性的なまちづくりや福祉施策などを展
開する｣ことの新たな可能性が開かれるのであろうか.･また,｢広域的●な経済社会圏の中枢都
市として,東京一極集中を是正し多極分散型国土の形成を先導するという役割｣を新たに果た
すことができるというのだろうか.
たしかに,政令指定都市の特例は拡大されるべきである.地方自治法第252条の19にかか
げる17項目の事務,および道路法,都市開発法等の個別法で規定される40項目の事務が政令
指定都市に委譲されている.その他にも,種々の行政法規等の適用において,政令指定都市に
ついては他の一般都市とは異なる基準を適用するなどの特例が存在する.これらの特例のすべ
てを正確に把握するには,現行の日本法規全体を分析することが必要であり,筆者の能力のお
よばな十事柄であるが,現行の.大都市特例には体系性や関連性が乏しく,大都市問題に効果的,
効率的に対応する.のに適していないし,世界的な都市間競争の中で戦略的な都市政策を展開す
る,にも十分な制度に.なっていない.
いま大都市は何をなすべきか.その果たすべき現在的役割を明らかにし,その上でその目的
を達成する手段としての行財政制度のあり方が検討されるべきである.これまでの地方制度調
査会においても,臨時行革審において,大都市の役割や大都市行疎の目的について,具体的に
論議されたことはなかった.たかだか,行政の理念が抽象的に ｢宣言｣されるだけであって,
実態に即した都市政策のあり方に関する具体的な検討は全くなされていない.従前の調査会と
は構造的に違っているといわれている第24次地方制度調査会においても,自治体行政の総括
やその上に立った具体的な行政の役割論は展開されていない.
これからの地方分権論議は,それぞれの自治体が果たさなければならない目的,あるいは果
たそうとする役割を明らかにした上で,それに合った行財政制度の確立の方策が究明されるべ
きである.つまり,一般的な分権制度ではなく,規模能力および役割領域に応じた差別的な分
権制度の形成が必要な時代にあるといえる.
したがって,大都市制度のあり方も12団体の政令指定都市が画一的な特例措置にあずかる
のではなく,広域的,国際的役割に応じた多段階の特例制度が講じられるべきである.こうし
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た方法論に従うならば,二重構造になっている政令指定都市と中核市を一体的,連続的に取り
扱う道が開けるのである.
(1995.8.25受理)
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